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Ⅰ. 本事業の概要
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実証の背景・目的

• 海外では、エネルギー事業者が家庭にエネルギー使用状況等を情報提供するホームエネルギーレ
ポート (HER)の有効性が検証されてきたが、日本では効果の地域性・持続性が検証されていない
→環境省ナッジ事業※の一環として2017～2020年度の4年間実証を実施

仮に日本全国の家庭で2%の省エネ効果を実現できた場合、約

300万トンCO2 ／年の削減ポテンシャルに相当

これは、100万kWの大型LNG火力発電所一機の年間排出量

（約250万t- CO2 ）を超える効果

持続的な平均2.0%の省CO2効果

グローバル10ヶ国で多様なチャネルでナッジを展開 海外では安定した効果を確認

10ヶ国

エネルギー事業者100以上

2007年以降、1.5%-2.5%の持続的な省CO2効果を実現。

約1,200万トンのCO2削減、17TWhの省エネ、約2,280億

円の光熱費削減を達成。

※環境省 「平成29～令和2年度 低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家
庭等の自発的対策推進事業（生活者・事業者・地域社会の「三方良し」を実現する日本版ナッ
ジモデルの構築）」 （実施主体：日本オラクル株式会社、株式会社住環境計画研究所）」



実証用に開発したHERの全体構成
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「社会規範」を応用
した他世帯比較

「損失回避性」を応用
した光熱費表現

「選択肢過多」を回避
してアドバイスを厳選



Ⅱ. 実証期間の効果分析
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ホームエネルギーレポート（HER）実証の効果検証方法

• 日本向けの実証用HERを開発し、気候の異なる国内5地域の45万世帯を実証フィールドとした、ラ
ンダム化比較試験（Randomized Controlled Trial: RCT）により省CO2効果を検証

• レポート送付世帯と非送付世帯のエネルギー消費量を比較することでCO2削減効果を検証

• 電話調査で省CO2意識・行動の状況を把握し、送付有無の群間比較により介入効果を分析

→2020年度は、HER送付停止後1年間における省エネ効果の持続性を検証

エネルギー削減効果
（パネルデータ回帰分析）

実施フィールド 各地域の対象世帯へHERを送付 効果測定

北海道ガス
寒冷地×都市×ガス

北陸電力
寒冷地×地方×電気

関西電力
温暖地×都市×電気

沖縄電力
蒸暑地×地方×電気

介入群30万世帯
（約6万世帯×5地域）

対照群15万世帯
（約3万世帯×5地域）

分析対象45万世帯
（約9万世帯×5地域）

HER送付*2

（2017/12～2020/2）

介入なし

ランダム
割付

ランダム化比較試験による効果検証のイメージ（通常版HER）

省CO2意識・行動
・エネルギー事業者への意識

（電話アンケート）

東北電力*1

寒冷地×地方×電気

*1 東北電力は2017年度のみ実証に参加、*2 2020/3～2021/2は送付停止後の省エネ効果の持続性を検証 6



月別平均介入効果の推定モデル

ここで
• 𝑑𝑎𝑖𝑙𝑦_𝑢𝑠𝑎𝑔𝑒𝑖𝑡：世帯iにおける介入後の月tの日平均エ

ネルギー消費量（MJ/day）
• 𝛽𝑡：平均介入効果（ATE）、HER送付による日平均エ

ネルギー消費量の変化量（MJ/day）
• 𝑇𝑟𝑒𝑎𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡𝑖：世帯iが介入群に割り当てられていれば1と

なるダミー変数
• 𝑌0𝑖：ベースライン期間における年間の日平均エネルギー

消費量、冬期（12～3月）の日平均エネルギー消費量、
夏期（6～9月）の日平均エネルギー消費量の3種の
ベースライン消費量の合成ベクトル

• 𝑚𝑚𝑡：介入後の年月（yyyy年mm月）を示すダミー
変数

• 𝜀𝑖𝑡:誤差項

エネルギー削減効果の分析方法

• 介入群の介入前後差(A0-A1)
=気温変化等による消費量変化+介入効果

• 対照群の介入前後差(B0-B1)
=気温変化等による消費量変化

• 介入前後差の群間差(A0-A1)-(B0-B1)
=介入効果

• エネルギー事業者が有する電力・ガス検針値をエネルギー消費量データとして分析。

• 「エネルギー消費量の介入前後差」の「介入群と対照群の群間差」を比較する「差の差分法」を使い、

パネルデータ回帰分析により介入効果を推定。

𝑑𝑎𝑖𝑙𝑦_𝑢𝑠𝑎𝑔𝑒𝑖𝑡
= α+𝛽𝑡 ∙ 𝑇𝑟𝑒𝑎𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡𝑖 ∙ 𝑚𝑚𝑡 + 𝛾𝑡 ∙ 𝑌0𝑖 ∙ 𝑚𝑚𝑡 + 𝜀𝑖𝑡

介入前 介入後 差

介入群 A0 A1 A0-A1

比較対照 B0 B1 B0-B1

群間差 (A0-A1)-(B0-B1)

表. 差の差分法のコンセプト
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削
減
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]

削減率

介入停止 介入停止 介入停止 介入停止

地域別 月別エネルギー削減率

（注）上下の点線は95%信頼区間、削減率＝平均介入効果 /（送付世帯エネルギー消費量-平均介入効果）

ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

地域別の月別平均エネルギー削減率

• 送付開始月から全地域のほぼ全ての月で統計的有意差をもって省エネ効果を確認

• HER送付中の削減率は1.0～2.8％で漸増、停止後は逓減するが1年間は持続を確認

1.0～2.8％
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地域別 実験年別の月平均エネルギー消費量と削減率

（注） Y1: 2018/3～2019/2、Y2: 2019/3～2020/2、Y3: 2020/3～2021/2（送付停止後）

同一期間での比較のため送付直後の2017/12～2018/2は分析対象から除外

ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

実験年別の月別平均エネルギー削減率

• HER送付停止後1年間（Y3）における月別削減率は1.3～2.8％

• 北海道、北陸、関西は停止後の約半年は前年同月より高いが、後半は削減率が低下する

• 沖縄は送付停止2ヶ月目から削減率が低下し、傾向が異なる
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（注）点線は95%信頼区間、Y1: 2018/3～2019/2、Y2: 2019/3～2020/2、Y3: 2020/3～2021/2（送付停止後）

同一期間での比較のため送付直後の2017/12～2018/2は分析対象から除外

ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

実験年別の年平均エネルギー消費量と削減率

• HER送付停止後1年間（Y3）における年平均エネルギー削減率は1.7～2.0％

• 実験2年目（1.7～2.2％）と比べて横ばいまたは微減するが、削減効果は0にならず持続
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通常版HER A/Bパターン別の実験年別エネルギー削減率

（注）点線は95%信頼区間、Y1: 2018/3～2019/2、Y2: 2019/3～2020/2、Y3: 2020/3～2021/2（送付停止後）

ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

スタンダード版HERと日本版HER別のエネルギー削減率の比較

• 封筒・レポートにキャラクターを取り込んだデザインの違いによる差もRCTで検証

• 実証期間を通じて北陸、関西、沖縄では日本版HER（キャラあり）の削減率が高い

• 北海道では、日本版とスタンダード版は同じか、スタンダード版が高い
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通常版HER A/Bパターン別の平均エネルギー消費量と累積エネルギー削減率

（注）点線は95%信頼区間、2017/12～2021/2の39ヶ月間による算出結果

ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

スタンダード版HERと日本版HER別の累積エネルギー削減率

• 実証期間全体を通じたスタンダード版HERの平均エネルギー削減率は、
北海道1.82％、北陸1.43％、関西1.49％、沖縄1.70％

• これに対し日本版HERは、北陸、関西、沖縄では0.10～0.27％pt高く、北海道で0.03%pt低い

• ただし、いずれの地域でも統計的有意差は見られなかった
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ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

調査概要

調査実績電話アンケート 調査設計

調査手法

調査対象数

回答者属性
専門調査員による電話アンケート

抽出方法

エネルギー事業者の顧客 20代以上男女
（レポートを中断した顧客・エネルギー事業者関係者を除く）

【継続HER（関西・沖縄の2事業者）】
レポート送付対象（Aパターン） 700ss
レポート送付対象（Bパターン） 700ss
レポート非送付群（対照群） 600ss

2事業者計 2,000ss

無作為抽出（ランダムサンプリング）
年代による割り付け（※事業者ごとに異なる）

※下表参照

実施時期
2020年11月上旬～2020年12月上旬
※HER送付終了から約8か月後

• 関西・沖縄の2地域においてHER送付群と非送付群（対照群）に対して電話アンケートを実施

• 省エネ行動や省エネ意識、事業者に対するエンゲージメントについてレポート送付終了後の継続性を検証

調査項目

省エネ行動の実施状況（15項目）
日常的な省エネ意識（7項目）
エネルギー事業者のサービスや情報提供に関する印象

評価（5項目）

属性項目（7項目）

主要属性

対照群
スタン
ダード版

日本版 対照群
スタン
ダード版

日本版

300 350 350 300 350 350
男性 39.9% 41.0% 47.8% 55.4% 56.5% 55.5%
女性 60.1% 59.0% 52.3% 44.6% 43.5% 44.5%

20代以下 2.5% 2.5% 2.0% 6.4% 4.3% 3.3%
30代 3.8% 3.5% 4.0% 11.6% 11.3% 16.3%
40代 18.8% 19.0% 19.0% 32.0% 34.3% 30.3%
50代 15.6% 21.3% 16.8% 15.1% 9.8% 16.3%
60代 15.9% 20.0% 18.5% 15.7% 16.5% 14.0%
70代以上 43.4% 33.8% 39.8% 19.1% 23.8% 19.8%

1人 11.3% 8.5% 10.5% 7.5% 8.7% 7.7%
2人 30.4% 30.8% 31.0% 22.2% 22.2% 26.3%
3人 25.3% 25.3% 23.5% 18.8% 25.0% 18.5%
4人 19.3% 21.8% 22.0% 27.1% 20.2% 24.7%
5人以上 13.8% 13.8% 13.0% 24.3% 24.0% 22.8%
平均人数 2.97 3.12 3.02 3.54 3.45 3.44

戸建 78.2% 76.3% 79.8% 58.7% 60.0% 61.8%
集合 21.1% 23.0% 20.3% 40.9% 39.1% 37.3%
その他 0.6% 0.8% 0.0% 0.4% 0.9% 0.9%

年齢

世帯人数

建て方

事業者 関西電力 沖縄電力

条件

調査世帯数

性別

13



HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

ご家庭で省エネにつながる

取り組みをしている

省エネ効果があるのなら多少の出費や手

間をかけても構わないと思う

自分の住まいを省エネにすることは

大切だと思う

今後の省エネ意欲

とてもそう思う

20.8

17.3

17.7

12.7

51.0

45.5

ややそう思う

33.6

31.5

27.4

29.0

29.0

30.2

あまりそう思わ

ない

22.3

23.0

20.6

19.2

7.9

7.9

全くそう思わな

い

14.5

17.1

15.0

18.2

3.1

5.3

どちらともいえ

ない

8.8

11.1

19.3

20.9

8.9

11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

積極的に取り組

みたい

15.8

14.2

どちらかといえば

取り組みたい

55.3

55.0

どちらかといえば

取り組みたくない

4.9

5.9

全く取り組みたく

ない

3.6

3.7

どちらともいえない

20.5

21.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

省エネ興味・関心

省エネ興味関心（2社合計）

• 送付停止後の日常的な省エネ意識や省エネ意向に関しては送付群の方がわずかに高い傾
向がみられる ※ただし、統計的な有意差はみられない
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ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

省エネ行動
• 一般的な省エネ行動の実践度については一部の項目で送付世帯の実施率が高いものの、全体の実

施率や実施数に差は見られなかった。

省エネ行動の実施状況

対照群
スタンダー
ド版

日本版 対照群
スタンダー
ド版

日本版

1
台所の給湯の設定温度を
低くする

40.7% 46.0% 43.8% 32.0% 34.8% 35.2%

2
お風呂のお湯の設定温度を
低くする

34.4% 33.8% 38.8% 46.2% 54.0% 50.9%

3
使っていない機器のプラグ
を抜く

42.9% 48.0% 41.8% 38.2% 44.8% 39.2%

4
冷蔵庫の設定温度を季節に
応じて調節する

34.2% 38.0% 35.5% 23.4% 24.5% 23.1%

5
テレビの省エネ機能を使用
する

26.4% 33.8% 32.3% 30.5% 29.8% 32.2%

6
冷房使用時の室温は28℃
以上を目安にする

36.3% 35.5% 35.8% 29.2% 27.8% 28.1%

7
暖房使用時の室温は20℃
以下を目安にする

30.3% 25.5% 29.5% 16.3% 15.9% 12.3%

8 不要な照明は消す 90.3% 92.5% 89.5% 94.6% 92.7% 90.7%

9
テレビを見ていないときは消
す

84.5% 87.0% 81.0% 88.0% 86.2% 86.2%

10
トイレの大小レバーを使い
分ける

67.4% 65.3% 64.5% 53.8% 52.1% 61.8%

11
寒くない時期はトイレの便
座の暖房をオフにする

57.2% 63.3% 58.8% 48.6% 47.5% 45.5%

12
シャワーの使用時間を1分
短くする

18.1% 25.8% 21.8% 25.7% 30.4% 31.1%

13
お風呂のふたをこまめに閉
める

71.3% 64.8% 68.5% 15.5% 18.2% 17.0%

14
お湯は必要な時だけ必要な
量だけ沸かす

88.2% 86.5% 80.8% 84.7% 87.3% 86.2%

15
鍋に火をかけるときはふた
をする

82.6% 80.0% 81.3% 80.6% 76.4% 78.1%

注：表中の色のついたセル
について：

対照群に比べて有意水準5％で有意に実施率が高かった項目

対照群に比べて有意水準5％で有意に実施率が低かった項目

行動

関西電力 沖縄電力

番号

5%

5%

6%

6%

8%

7%

36%

31%

38%

51%

46%

50%

48%

53%

45%

38%

42%

38%

12%

11%

12%

5%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対照群(n=300)

平均値：8.05

スタンダード版(n=350)

平均値：8.26

日本版(n=350)

平均値：7.99

対照群(n=300)

平均値：6.16

スタンダード版(n=350)

平均値：6.87

日本版(n=350)

平均値：7.11

関
西
電
力

沖
縄
電
力

0-3個 4-7個 8-11個 12-15個
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A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

エネルギー事業者は、

あなたのご家庭で削減可能な

電気使用量を教えてくれる

エネルギー事業者のWebページや

お知らせは、ご家庭や地域の省エネの

ための情報を教えてくれる

エネルギー事業者の提供する

エネルギー以外の商品やサービス

について興味がある

エネルギー事業者と

これからも契約を継続したいと

思っている

とてもそう思う

24.6

27.4

14.6

6.7

9.0

7.6

6.7

9.0

7.6

58.9

55.4

62.9

ややそう思う

25.9

24.5

20.2

19.9

20.2

18.3

19.9

20.2

18.3

20.8

21.5

19.9

あまりそう思わない

14.9

13.5

18.2

26.8

27.8

27.0

26.8

27.8

27.0

1.9

3.5

2.8

全くそう思わない

9.8

8.4

13.7

27.8

22.5

26.0

27.8

22.5

26.0

1.2

1.1

0.4

どちらともいえない

24.8

26.2

33.4

18.9

20.5

21.0

18.9

20.5

21.0

17.3

18.5

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

エネルギー事業者への印象
• 送付停止後の契約継続意向には差が見られなかったものの、エネルギー事業者の省エネに対する取

組の印象は送付世帯において高いままであった

エネルギー事業者への印象（2社合計） 16



ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

HER実証による累積CO2削減量
• HER実証により実証期間の4年間で4.7万トンのCO2排出量を削減

• これは一般家庭 約1.47万世帯の年間CO2排出量*1に相当

（注）CO2削減量＝平均介入効果（MJ/day・世帯）×送付世帯数（世帯）×検針日数（day）×エネルギー種別CO2排出係数(kg-CO2/MJ)により推計

CO2排出係数は、ガスは北海道ガスの公表値、電気は環境省・経済産業省公表の電気事業者別排出係数を採用

*1 環境省「平成31年度家庭部門のCO2排出実態統計調査 調査の結果（確報値）」より全国平均の世帯当たりCO2排出量を2.72 [t-CO2/世帯・年]として試算

HER実証全体による累積CO2削減量（2017年12月～2021年2月）
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デュアル版_電気 北海道 デュアル版_ガス 北海道
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Ⅲ. 持続性を踏まえた削減効果推定
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米国NRELによる行動型プログラムの持続性評価の考え方

• エネルギー事業者に対する省エネ義務制度のある米国では、省エネ施策の評価手法が整理されている

• 行動型プログラム（HER）については、近年持続性が認められるようになり評価手法が定まりつつある

• 以下では、米国国立再生可能エネルギー研究所（NREL）の資料に基づき、コンセプトを整理する

（出所）Stewart, James and Annika Todd. 2020. Chapter 17: Residential Behavior Evaluation Protocol, The Uniform Methods Project: Methods for Determining  Energy Efficiency Savings for Specific 
Measures: September 2011 – August 2020. Golden, CO: National Renewable Energy Laboratory. NREL/SR-7A40-77435.  https://www.nrel.gov/docs/fy21osti/77435.pdf. 

① 行動型プログラムでは、各年に新たな削
減効果が発生し、その効果の一部は翌年
にも持続する

② 同じ消費者が複数年にわたり介入を受け
る場合は、年間削減効果の一部は前年
の介入効果である可能性がある

③ 従って、2年目以降は年間削減効果の一
部のみが、当該年の介入に起因すると考
えられる

Y2の新規
削減効果

Sn,2

Y1の新規
削減効果

Sn,1

Y3の新規
削減効果

Sn,3



米国NRELによるライフタイム削減量、実効年数の計算方法

• 削減効果の減衰率をδ、引っ越し等による参加者減少率をα*とし、それぞれ一定と仮定すると、
①ライフタイム削減量、②t年目の新規削減量 (Sn,t)、③実効年数は、それぞれ以下の式で算出できる

• 仮に、δ=0.2、α=0.1の場合、ライフタイム削減量はSn,tの3.6倍、実効年数は3.6年となる

Stewart, James and Annika Todd. 2020. Chapter 17: Residential Behavior Evaluation Protocol, The Uniform Methods Project: Methods for Determining  Energy Efficiency Savings for Specific Measures: 
September 2011 – August 2020. Golden, CO: National Renewable Energy Laboratory. NREL/SR-7A40-77435.  https://www.nrel.gov/docs/fy21osti/77435.pdf. 

①ライフタイム削減量

②t年目の新規削減量 (Sn,t)

③実効年数

*1 減衰率δは「介入継続群」と「介入停止
群」の差（RCTによるDID推定）から算出

*2 減衰率σや参加者減少率αは実態に
応じて変化させてもよい

* HERなどのプログラムでは引っ越し等により毎年プログラム参加者が減少する



HER実証における減衰率の試算
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• 介入停止後の1年間であるY3の減衰率は、地域により-9％～13％で、4地域平均では0％

• 本実証では介入継続群を設けていないため、前年比較で減衰率を試算した点に留意が必要

地域別 実験年別の年平均エネルギー消費量と平均介入効果
（注）点線は95%信頼区間、Y1: 2018/3～2019/2、Y2: 2019/3～2020/2、Y3: 2020/3～2021/2（送付停止後）

1％
-4％

13％-9％

*1 ここでは簡単のため参加者減少率αや電気のCO2排出係数の影響を受けない、平均介入効果で減衰率を試算

* Khawaja, M. S. and J. Stewart. “Long-Run Savings and Cost Effectiveness of Home Energy Report Programs”. Cadmus Research Report. (2014)



介入継続による追加性の米国事例からの減衰率想定

* Khawaja, M. S. and J. Stewart. “Long-Run Savings and Cost Effectiveness of Home Energy Report Programs”. Cadmus Research Report. (2014)

• 米国事例を参考に、仮に介入継続群があった場合の介入2年目→3年目の追加性を3～15％と仮定

• 検証された介入停止群の効果は4地域平均で追加性0％（減衰率0％）

• 両者の比較から、仮に介入継続群があった場合の減衰率は3～13％と想定される

米国のHER事業による介入効果の追加性（最終年度の介入効果で標準化）

追加性
+27～53％

追加性
+3～15％

減衰率 3～13％

検証された「介入停止群」は
4地域平均でY2から横ばい

仮に「介入継続群」があったら、
追加性は3～15％と想定
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HER実証におけるライフタイム削減量の試算

• 実証をもとにδ=13%、α=6%と想定*すると、ライフタイム削減量はSn,tの5.5倍、実効年数は5.5年となる

• 2017～2019年度実証成果と、上記想定より推計したライフタイムCO2削減量は11.1万トン

• これは4.1万世帯の年間CO2排出量*1 、または13.5万台分の冷蔵庫買替効果*2に相当

ライフタイムCO2削減量の試算結果

（注）CO2削減量＝平均介入効果（MJ/day・世帯）×送付世帯数（世帯）×検針日数（day）×エネルギー種別CO2排出係数(kg-CO2/MJ)により推計

CO2排出係数は、ガスは北海道ガスの公表値、電気は環境省・経済産業省公表の電気事業者別排出係数を採用、2017年度は2017/12～2018/2の3ヵ月、2018年度以降はそれぞれ12か月分を評価

* 減衰率δは3～13％の想定値のうち最大値、参加者減少率6％は実証4地域における4年間の平均減少率

実証期間

2030年
2050年

*1 環境省「平成31年度家庭部門のCO2排出実態統計調査 調査の結果（確報値）」より全国平均の世帯当たりCO2排出量を2.72 [t-CO2/世帯・年]として試算
*2 環境省「平成28年度家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握委託業務報告書」より冷蔵庫をトップランナー機種に代替した場合の1台あたりの省CO2効果を0.137[t-CO2/台・年]、法定耐用
年数の6年間稼働するものとして、0.822[t-CO2/台]と想定して試算



本実証は環境省委託事業「平成29～令和2年度 低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進
事業（生活者・事業者・地域社会の「三方良し」を実現する日本版ナッジモデルの構築）」として日本オラクル株式会社と株式会社 住環境
計画研究所が共同で実施した成果の一部である。ここに記して関係諸氏に謝意を表す。

ホームエネルギーレポート実証のまとめ
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実証成果のまとめ
• HERは北海道から沖縄まで、電気・ガスのいずれでも家庭のCO2削減に有効

• 省エネ効果は送付開始月から確認され、送付中は効果が少しづつ上がる

• 毎月の省エネ効果は1.0～2.8％で変動するが、特に暖房時期に高い傾向

• 送付停止後は効果が逓減するが、1年間は削減効果の持続を確認

• HER実証により実証期間の4年間で4.7万トン、停止後の持続効果も含めると11.1
万トンのCO2排出量を削減

• HER送付世帯は、エネルギー事業者のイメージと契約継続意向が向上

実証成果の社会的意義
• 行動変容によるCO2削減効果を定量的・信頼性の高い手法で検証できたことで、今

後の気候変動対策検討の示唆が得られた

• 2050年のカーボンニュートラル目標に向けて、ホームエネルギーレポートは家庭部門で
大幅なCO2削減を達成する対策になり得る



参考資料
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実証用ホームエネルギーレポート（HER）の開発

「社会規範」を応用した先月のご使用量比較

「社会規範」の理論

• 社会規範（記述的規範）：
人間が多くの他者が実施している行動
に同調する傾向

• 社会規範（命令的規範）：
人間が社会的に承認されている行動に
従う傾向

本実証での応用

• 近隣100世帯の平均「よく似たご家

庭」、消費量の少ない上位20%「省エ

ネ上手なご家庭」との比較を提示

• ただし平均より多消費世帯には省エネ

を促せるが、少消費世帯には増エネを

促進してしまう（ブーメラン効果）

• 少消費世帯にスマイルマークで社会的

承認を与えブーメラン効果抑止を図る
（出所）Schultz, P. W., Nolan, J. M., Cialdini, R. B., Goldstein, N. J., & Griskevicius, V. (2007). 
The constructive, destructive, and reconstructive power of social norms: Research article. 
Psychological Science, 18(5), 429–434. https://doi.org/10.1111/j.1467-9280.2007.01917.x
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実証用ホームエネルギーレポート（HER）の開発

「損失回避性」を応用した電気のご使用量比較

「損失回避性」の理論

• 損失回避性：
人間は同じ金額でも「得」と言
われるより「損」と言われた方
が強く印象に残る

（出所）Tversky, A., & Kahneman, D. (1991). Loss Aversion in Riskless Choice: A 
Reference-Dependent Model. The Quarterly Journal of Economics. 
https://doi.org/10.2307/2937956

• 「よく似たご家庭」との電力消費
量の差を光熱費換算し、「支出
増」として提示

本実証での応用



28

実証用ホームエネルギーレポート（HER）の開発

「選択肢過多」を応用した省エネアドバイスの提示

「選択肢過多」の理論

• 選択肢過多：
人間は選択肢が多くなると一つを
選べなくなる傾向がある

（出所）Iyengar, S. S., & Lepper, M. R. (2000). When choice is demotivating: Can 
one desire too much of a good thing? Journal of Personality and Social Psychology, 
79(6), 995–1006. https://doi.org/10.1037/0022-3514.79.6.995

• 200項目の対策リストから3種類に
絞って省エネアドバイスを提示

• HER種類（電気・ガス）、地域、
季節に応じてアドバイス選定

本実証での応用



通常版HERサンプル：スタンダード版（Aパターン）



通常版HERサンプル：日本版（Bパターン）



月別平均エネルギー消費量と月別平均介入効果
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月別平均エネルギー消費量と月別平均介入効果

（注）上下の点線は95%信頼区間
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地域別 月別エネルギー消費量と削減率

（注）上下の点線は95%信頼区間、削減率＝平均介入効果 /（送付世帯エネルギー消費量-平均介入効果）

ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

地域別の月別平均エネルギー消費量と削減率

• 送付開始月から全地域のほぼ全ての月で統計的有意差をもって省エネ効果を確認。

• HER送付中の削減率は1.0～2.5％で推移、送付停止後は地域により微減または横ばい傾向

• HER送付停止後1年間（Y3）における月別削減率は1.3～2.8％

1.0～2.5％
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ホームエネルギーレポートによる省エネ効果

地域別の暖冷房度日と削減率の推移

33

地域別 月別削減率と暖房・冷房度日
（注）削減率＝介入効果 /（送付世帯エネルギー消費量-介入効果）

暖房度日：暖房負荷を表す指標。18℃を基準温度とし、期間内の日平均外気温と設定温度18℃との温度差を積分して算出

冷房度日：冷房負荷を表す指標。24℃を基準温度とし、期間内の日平均外気温と設定温度24℃との温度差を積分して算出

• エネルギー削減率は冷房時期に比べて暖房時期に高くなる傾向。

• 中間期では、暖房負荷の減少する時期（3～5月）に削減率が高い傾向が見られる。
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スタンダード/日本版別のエネルギー削減率

通常版HER A/Bパターン別の月別エネルギー削減率の推移
（注）点線は95%信頼区間、削減率＝介入効果 /（送付世帯エネルギー消費量-介入効果）

• 北陸電力、関西電力、沖縄電力では日本版HERの削減率が高い傾向が見られる。

• ただし、スタンダード版と日本版の比較では、統計的な差はほぼ全ての月で確認できていない。
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ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

調査概要

調査実績電話アンケート 調査設計

調査手法

調査対象数

回答者属性
専門調査員による電話アンケート

抽出方法

エネルギー事業者の顧客 20代以上男女
（レポートを中断した顧客・エネルギー事業者関係者を除く）

【継続HER（関西・沖縄の2事業者）】
レポート送付対象（Aパターン） 700ss
レポート送付対象（Bパターン） 700ss
レポート非送付群（対照群） 600ss

2事業者計 2,000ss

無作為抽出（ランダムサンプリング）
年代による割り付け（※事業者ごとに異なる）

※下表参照

実施時期
2020年11月上旬～2020年12月上旬
※HER送付終了から約8か月後

• 関西・沖縄の2地域においてHER送付群と非送付群（対照群）に対して電話アンケートを実施

• 省エネ行動や省エネ意識、事業者に対するエンゲージメントについてレポート送付終了後の継続性を検証

調査項目

省エネ行動の実施状況（15項目）
日常的な省エネ意識（7項目）
エネルギー事業者のサービスや情報提供に関する印象

評価（5項目）

属性項目（7項目）

主要属性

対照群
スタン
ダード版

日本版 対照群
スタン
ダード版

日本版

300 350 350 300 350 350
男性 39.9% 41.0% 47.8% 55.4% 56.5% 55.5%
女性 60.1% 59.0% 52.3% 44.6% 43.5% 44.5%

20代以下 2.5% 2.5% 2.0% 6.4% 4.3% 3.3%
30代 3.8% 3.5% 4.0% 11.6% 11.3% 16.3%
40代 18.8% 19.0% 19.0% 32.0% 34.3% 30.3%
50代 15.6% 21.3% 16.8% 15.1% 9.8% 16.3%
60代 15.9% 20.0% 18.5% 15.7% 16.5% 14.0%
70代以上 43.4% 33.8% 39.8% 19.1% 23.8% 19.8%

1人 11.3% 8.5% 10.5% 7.5% 8.7% 7.7%
2人 30.4% 30.8% 31.0% 22.2% 22.2% 26.3%
3人 25.3% 25.3% 23.5% 18.8% 25.0% 18.5%
4人 19.3% 21.8% 22.0% 27.1% 20.2% 24.7%
5人以上 13.8% 13.8% 13.0% 24.3% 24.0% 22.8%
平均人数 2.97 3.12 3.02 3.54 3.45 3.44

戸建 78.2% 76.3% 79.8% 58.7% 60.0% 61.8%
集合 21.1% 23.0% 20.3% 40.9% 39.1% 37.3%
その他 0.6% 0.8% 0.0% 0.4% 0.9% 0.9%

年齢

世帯人数

建て方

事業者 関西電力 沖縄電力

条件

調査世帯数

性別



HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

HER送付

(n=1400)

HER非送付

(n=600)

ご家庭で省エネにつながる

取り組みをしている

省エネ効果があるのなら多少の出費や手

間をかけても構わないと思う

自分の住まいを省エネにすることは

大切だと思う

今後の省エネ意欲

とてもそう思う

20.8

17.3

17.7

12.7

51.0

45.5

ややそう思う

33.6

31.5

27.4

29.0

29.0

30.2

あまりそう思わ

ない

22.3

23.0

20.6

19.2

7.9

7.9

全くそう思わな

い

14.5

17.1

15.0

18.2

3.1

5.3

どちらともいえ

ない

8.8

11.1

19.3

20.9

8.9

11.2
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積極的に取り組

みたい

15.8

14.2

どちらかといえば

取り組みたい

55.3

55.0

どちらかといえば

取り組みたくない

4.9

5.9

全く取り組みたく

ない

3.6

3.7

どちらともいえない

20.5

21.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

省エネ興味・関心

省エネ興味関心（2社合計）

• 送付停止後の日常的な省エネ意識や省エネ意向に関しては送付群の方がわずかに高い傾
向がみられる ※ただし、統計的な有意差はみられない



ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

省エネ行動
• 一般的な省エネ行動の実践度については一部の項目で送付世帯の実施率が高いものの、全体の実

施率や実施数に差は見られなかった。

省エネ行動の実施状況

対照群
スタンダー
ド版

日本版 対照群
スタンダー
ド版

日本版

1
台所の給湯の設定温度を
低くする

40.7% 46.0% 43.8% 32.0% 34.8% 35.2%

2
お風呂のお湯の設定温度を
低くする

34.4% 33.8% 38.8% 46.2% 54.0% 50.9%

3
使っていない機器のプラグ
を抜く

42.9% 48.0% 41.8% 38.2% 44.8% 39.2%

4
冷蔵庫の設定温度を季節に
応じて調節する

34.2% 38.0% 35.5% 23.4% 24.5% 23.1%

5
テレビの省エネ機能を使用
する

26.4% 33.8% 32.3% 30.5% 29.8% 32.2%

6
冷房使用時の室温は28℃
以上を目安にする

36.3% 35.5% 35.8% 29.2% 27.8% 28.1%

7
暖房使用時の室温は20℃
以下を目安にする

30.3% 25.5% 29.5% 16.3% 15.9% 12.3%

8 不要な照明は消す 90.3% 92.5% 89.5% 94.6% 92.7% 90.7%

9
テレビを見ていないときは消
す

84.5% 87.0% 81.0% 88.0% 86.2% 86.2%

10
トイレの大小レバーを使い
分ける

67.4% 65.3% 64.5% 53.8% 52.1% 61.8%

11
寒くない時期はトイレの便
座の暖房をオフにする

57.2% 63.3% 58.8% 48.6% 47.5% 45.5%

12
シャワーの使用時間を1分
短くする

18.1% 25.8% 21.8% 25.7% 30.4% 31.1%

13
お風呂のふたをこまめに閉
める

71.3% 64.8% 68.5% 15.5% 18.2% 17.0%

14
お湯は必要な時だけ必要な
量だけ沸かす

88.2% 86.5% 80.8% 84.7% 87.3% 86.2%

15
鍋に火をかけるときはふた
をする

82.6% 80.0% 81.3% 80.6% 76.4% 78.1%

注：表中の色のついたセル
について：

対照群に比べて有意水準5％で有意に実施率が高かった項目

対照群に比べて有意水準5％で有意に実施率が低かった項目

行動

関西電力 沖縄電力

番号

5%

5%

6%

6%

8%

7%

36%

31%

38%

51%

46%

50%

48%

53%

45%

38%

42%

38%

12%

11%

12%

5%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対照群(n=300)

平均値：8.05

スタンダード版(n=350)

平均値：8.26

日本版(n=350)

平均値：7.99

対照群(n=300)

平均値：6.16

スタンダード版(n=350)

平均値：6.87

日本版(n=350)

平均値：7.11

関
西
電
力

沖
縄
電
力

0-3個 4-7個 8-11個 12-15個



A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

A:スタンダード版

(n=700)

B：日本版

(n=700)

HER非送付

(n=600)

エネルギー事業者は、

あなたのご家庭で削減可能な

電気使用量を教えてくれる

エネルギー事業者のWebページや

お知らせは、ご家庭や地域の省エネの

ための情報を教えてくれる

エネルギー事業者の提供する

エネルギー以外の商品やサービス

について興味がある

エネルギー事業者と

これからも契約を継続したいと

思っている

とてもそう思う

24.6
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ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

エネルギー事業者への印象
• 送付停止後の契約継続意向には差が見られなかったものの、エネルギー事業者の省エネに対する取

組の印象は送付世帯において高いままであった

エネルギー事業者への印象（2社合計）
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ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

レポートの認知・閲読・興味・行動

• レポート送付世帯の8割が認知→7割が閲読→4割が共感・関心→3割が省エネ行動を起こした

• 実証が進むにつれて、省エネ行動の実施率が上昇

図：意識行動変容（2019年度）
(n=2,401)

図：意識行動変容（3年分）

HER

受領認知

HER

内容閲読

レポート内容

共感・関心

省CO2行動

（初回）

(HERを受け取っ

た覚えがあるか)

(HERを少しでも

見たか)

(HERがエネルギー

使用量

削減のきっかけに

なったか)

(具体的な省エネ

行動を起こしたか)

北海道ガス 84.0% 80.0% 39.0% 28.3%
北陸電力 79.2% 74.5% 45.3% 30.3%
関西電力 62.2% 57.6% 28.5% 23.3%
沖縄電力 72.0% 67.3% 48.2% 29.8%(600)

(600)
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HER送付世帯の意識行動変容
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ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

レポートによるエネルギー事業者へのイメージ変化

※集計母数はレポートを読んだ回答者

• レポート送付世帯の3割はHERによりエネルギー事業者のイメージが向上

HERによるエネルギー事業者に対するイメージ変化（2019年度）

2019年度

(n=1,677)

2018年度

(n=1,887)

2017年度

(n=2,013)

HERによる

エネルギー事業者への

イメージ変化

イメージが

良くなった

30.4
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イメージに
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65.1

67.3
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A:スタンダード版

(n=1,200)

B：日本版

(n=1,201)

対照群

(n=1006)

A:スタンダード版

(n=1,200)

B：日本版

(n=1,201)

対照群

(n=1006)

エネルギー事業者は、

あなたのご家庭で削減可能な

電気（ガス）使用量を教えてくれる

エネルギー事業者と

これからも契約を継続したいと

思っている

5点_

とてもそう思う
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14.7

19.0

2点

6.5

7.6

10.8

0.8

1.7

0.9

1点_

全くそう思わない

14.8

14.1

27.4

1.5

0.8

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

• レポート送付世帯は、エネルギー事業者が省エネ情報を教えてくれると考える割合が高い

• レポート送付世帯は、エネルギー事業者との今後の契約継続意向が高い

ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

エネルギー事業者に対する意識

エネルギー事業者に対する意識（2019年度）※集計母数は全回答者
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• 提示アドバイスの行動実施率は 「冬はカーテンで冷気を遮断する」「炎が鍋底からはみ出ないように
する」といった、実施コストの低い行動の実施度向上が確認できる。

※介入群はスタンダード版と日本版の合計

※省エネ行動実施率は項目によって調査地域が異なるため、nが異なる。

ホームエネルギーレポートによる行動・意識の変化

省エネルギー行動の実施状況

暖房関連

暖房以外

寒くない時期は便座の暖房をオフにする

（北陸電力、関西電力）

介入群(n=1,201)

対照群(n=501)

 お湯を沸かすときは給湯器のお湯を利用する

（北海道ガス）

介入群(n=600)

対照群(n=255)

省エネ型の電球に交換する

（北陸電力、関西電力、沖縄電力）

介入群(n=1,801)

対照群(n=751)

冬はカーテンで冷気を遮断する

（北海道ガス、関西電力）

介入群(n=1,201)

対照群(n=506)

こたつや電気カーペットの温度設定を低めにする

（北陸電力、関西電力）

介入群(n=1,201)

対照群(n=501)

暖房時に、窓に空気層のある断熱シートを貼る

（北海道ガス、北陸電力、関西電力）

介入群(n=1,801)

対照群(n=756)

炎が鍋底からはみ出ないようにする

（北海道ガス）

介入群(n=600)

対照群(n=255)

5点_ 

いつもする

55.6

52.0

32.7

28.9

8.3

8.1

61.0

54.9

45.8

43.7

20.3

18.0

38.7

42.3

4点

8.3

8.7

7.8

10.6

2.7

1.5

10.8

9.4

3.9

5.0

3.9

5.0

10.7

12.3

3点

12.2

14.8

18.2

20.0

4.7

4.4

6.8

5.5

12.7

10.8

12.7

10.8

21.8

20.6

2点

4.3

3.8

3.5

3.2

3.2

1.6

2.8

2.4

4.8

3.8

4.8

3.8

6.9

4.5

1点_

全くしない

19.6

20.8

37.8

37.3

81.0

84.5

18.5

27.8

32.8

36.7

32.8

36.7

22.0

20.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

省エネ行動実施率（2019年度）
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レポート送付世帯が実施した具体的な省エネ行動（電話調査）

3.7%

0.8% 0.7%
0.5%

0%

1%

2%

3%

4%

LEDに交換 エアコンの買替 冷蔵庫の買替 エコキュート/給湯器の

買替
具体的な省エネ行動の回答割合

（注）2019年度実施の電話調査回答のHER送付世帯（n=2950)のうち「省エネにつながる具体的な行動を起こした」(n=801)世帯が

回答した具体的行動（自由回答）から作成

• レポート送付世帯の約4％がLEDに交換、0.5～0.8％がエアコン、冷蔵庫、給湯器を買替

• 習慣行動や設定変更だけでなく、機器の交換・買替の行動変容を促進
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グループインタビュー：他世帯比較に対する反応

44

• 届いたときに最初に見る・チェック箇所としては、表面にあるスリーバーチャートや、その横にある評価。
他者と比較して、自分の家の状況・レベルを確認したいという気持ちが強い。

• その後、自分の家の省エネレベルが低い評価であった場合、それを高めていくためのヒントが得られる
箇所（節約のヒント、省エネのコツ、これまでのガス使用量との比較：折れ線グラフなど）をチェック。

• グラフやイラスト、マークなどがアイコンとして機能している。

【最初に確認】
開けて、3つのグラフを
すぐに確認する

「よく似たご家庭」と比
べて、勝った、負けた、
悔しいなどと思う

①

②

【理由を確認】
①でみたグラフの結果に
なる理由を確かめる
⇒なぜそうなるのか、
確認する

②

【節約のヒント】
• これ以上何かできる

かなと、ヒントを見る
⇒既にやっているし
なあと思う

• すぐに実行しなくても
知識として持ってお
ける

【最初に確認】
にこちゃんマークが
ついているところ
を最初に見る

②
【省エネのコツ】
ここも目を通す
（大TIPSよりは優先度
低）

【イラスト】
• 文字よりもイラストの

あるページ・ところに
目がいく



（参考）米国事例における介入停止後の持続性の経年推移

ComEd*1 Illinoi TRM
Electricity*2

Illinoi TRM
Natural Gas*2

Pennsylvania 
TRM 1st year*2

Pennsylvania 
TRM 2nd year*2 NREL UMP*2

Year 1 100% 100% 100% 100% 100% 100%

Year 2 90% 80% 45% 0% 84.4% 80%

Year 3 69% 54% 20% 0% 53.1% 64%

Year 4 65% 31% 9% 0% 21.8% 51%

Year 5 ー 15% 4% 0% 0% 41%

*1 Navigant Consulting. 2017. ComEd Home Energy Report Program Decay Rate and Persistence Study – Year Three. Prepared for Commonwealth Edison Company by W. Sierzchula and D. 
Dinsmoor.
*2 Stewart, James and Annika Todd. 2020. Chapter 17: Residential Behavior Evaluation Protocol, The Uniform Methods Project: Methods for Determining  Energy Efficiency Savings for Specific 
Measures: September 2011 – August 2020. Golden, CO: National Renewable Energy Laboratory. NREL/SR-7A40-77435.  https://www.nrel.gov/docs/fy21osti/77435.pdf. 

実測値 実測に基づく規制のための想定値

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5

削
減

量
の

持
続

係
数

ComEd

Illinoi TRM Electricity

Illinoi TRM Natural Gas

Pennsylvania TRM 1st year

Pennsylvania TRM 2nd year

NREL UMP

本想定(δ13%)

NRELは、減衰率を年率
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HER実証の費用対効果の試算

• 実証事業費を費用とした場合の費用対効果は、実証期間で6.5 [万円/t-CO2]、ライフタイムで2.7 [万円
/t-CO2]

• CO2削減量に比べ、HER印刷・郵送によるCO2排出増は小さく、費用対効果には大きく影響しなかった

（注）印刷・郵送によるカーボンフットプリントは、原材料調達／生産／流通／使用・維持管理／廃棄リサイクルを算定対象として考慮

鶴田委員ご提供資料の一般社団法人サステナブル経営推進機構エコリーフ環境ラベルプログラムによるCFP登録番号： JR-AO-20020Cの24[g-CO2/枚]を参考に、面積比例でA4用紙

サイズの環境負荷を34 [g-CO2/枚]と想定して算出 https://ecoleaf-label.jp/pdf_view.php?uuid=ad32924a-d67a-4aa4-839a-a5eaa29dd717.pdf&filename=JR-AO-20020C_JPN.pdf

項目 2017 2018 2019 2020 2030 2050 ∞

累積CO2削減量(t-CO2) 7,124 21,618 34,239 46,921 102,894 110,809 110,953

印刷・郵送の累積CO2排出増(t-CO2) 57 116 182 182 182 182 182

正味CO2削減量(t-CO2) 7,067 21,502 34,057 46,739 102,712 110,627 110,771

累積実証費用（千円） 943,541 2,014,914 2,916,500 3,016,500 3,016,500 3,016,500 3,016,500

費用対効果(円/t-CO2) 133,522 93,706 85,635 64,539 29,369 27,267 27,232

実証期間 実証後持続効果



エネルギー小売事業者の省エネガイドライン検討状況

（出所）資源エネルギー庁,エネルギー小売事業者の省エネガイドライン検討会（令和３年度第１回）, 資料1 エネルギー小売事業者による更なる省エネ取組に向けた論点 ,(2021), p.6

• 次年度から類似世帯比較の情報提供を努力義務にする方向で検討中


